
これまでは…

■ 有人直接通報 … ホテルや社会福祉施設等、限られた建物で承認が可能

建物に従業員等の人がいる時間帯のみ連動通報が可能

■ 無人直接通報 … 無人の時間帯のみ連動通報が可能

事業所火災直接通報 に改正されます令和２年４月1日より

Point ①

有人・無人の時間帯に
かかわらず、自動火災報
知設備と火災通報装置の
連動による通報が２４時
間可能になりました。

すべての連動通報が
２４時間可能に！

消防計画を見直そう！

これまで、有人直接通報
又は無人直接通報の承認を
受けていた建物は、消防計
画の内容（自動通報につい
て定めた項目等）を見直し
ましょう。

Point ②

令和２年４月１日より

自動火災報知設備と火災通報装置の連動で自動的に１１９番通報

Point ③

新規承認申請は
令和２年３月１日受付開始

令和２年３月１日から
承認申請の受付を開始し、
承認は令和２年４月1日以
降となります。

令和元年９月に火災予防条例の一部改正する条例（令和元年東京都条例第５８号）、自動通報等の承認に関する
規程の一部を改正する規程（令和元年９月東京消防庁告示第１７号）が公布され、令和２年４月１日に施行されます。

問合せ先

≪ 事業所火災直接通報 ≫になります！
有人直接通報・無人直接通報が、

① 自動火災報知設備の設置・維持管理が適正
になされていること。

② 自動火災報知設備には、非火災報防止対策
が講じられていること。

③ 火災通報装置の設置・維持管理が適正にな
されていること 。

④ 火災通報装置は、自動火災報知設備の作動
と連動して送信される信号により、１１９番
通報を自動的に行うこと。

⑤ 建物が無人のときには、火災通報装置は、
１１９番通報後、建物の関係者が受信できる
場所への通報を自動的に行うこと。

※ 既に有人直接通報・無人直接通報の承認を受けている建物は、事業所火災直接通報の承認申請の
必要はありません。

承認要件

有人直接通報と無人直接通報が統合されて…

東京消防庁からのお知らせ

利用できる建物

住宅以外の建物（※ 避難困難施設を除く）

※  自力避難が困難な方が入居する社会福祉施設等（消防
法施行令別表第1の６項イ①②・６項ロに該当するもの）

町田消防署　予防課
防火管理係　自衛消防担当
電　話　042-794-0119




